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あいち地産地消SAFサプライチェーン推進協議会の活動全体像・目指す姿

 本推進協議会の活動の全体像は以下のとおり。プロジェクト提案企業である、株式会社レボインターナショナル、
株式会社NTTデータとともに、以下に示す姿を目指していく。



原材料回収スキーム構築
WG

認証制度
WG

Scope3価値主張
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あいち地産地消SAF
サプライチェーン推進協議会





原材料回収スキーム構築WGの概要

3

 原材料回収スキーム構築WG（以下、回収WG）の目的
 廃食用油回収の現状を整理し、 WG参加メンバーの取り組みや課題感を共有すること
で、廃食用油回収の仕組みやあるべき姿について検討する。

 自治体や民間事業者が廃食用油回収を開始または推進する際に参考となるようなガイ
ドブックを作成する。

 回収WG実施概要
 全4回開催:第1回 9月8日、第2回 10月27日、第3回 11月25日、第4回 1月19日
 参加メンバー:レボインターナショナル、NTTデータ、アオキスーパー、春日井市、
小牧市、豊明市（敬称略）



廃食用油回収に関する課題整理（課題の全体像）
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本事業における回収実証を通じて検討するテーマを以下の通り整理した。

自治体

回収所等

回収対象

民間

スーパー等

民間

処理事業者
民間

SAF事業者

事業者

民間

SAF利用

④集団資源回収奨励金、自治体運営
ポイント、出前授業等の普及啓発
など自治体施策

⑤スーパーでの回収インセンティブ

⑥

民間

自治会等

①

③

④

④

⑤

②

検討対象範囲

廃食用油の流れ 回収方法・廃掃法関係 普及啓発・インセンティブ

モデル
自治体

アオキ
スーパー ②

下線が本WGで扱った事項

現行
本WG検討範囲

②

①自治体によるSAFへの
廃食用油への振向け※

※自治体による協定等を通じて進展

②廃掃法上の解釈の明確化（家庭系
の廃食用油）

③新たな回収のあり方提示（民間活力
の活用・回収支援アプリ活用等）

・県内市町村解釈の整理
（アンケート調査・
ヒアリング）

・県環境局や環境省本省へ
のヒアリングの実施
・民間取組事例の調査

・インセンティブ付与（民間、
自治体）事例の調査
・普及啓発事業事例の調査
・県民意識調査の実施

⑥ SAF利用インセンティブ※
※認証制度WGにおいて別途進展

 ガイドブックへ
の取りまとめ



ガイドブック作成
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廃食用油回収推進のためのガイドブックを作成。
詳細は、後ほど説明（☞資料２－２）

ガイドブック作成にあたり調査・確認等を実施

 県内市町村解釈の整理
⇒市町村へアンケート調査・ヒアリングを実施

 廃食用油の廃掃法上の整理（家庭系）(3.3.2)
⇒県環境局や環境省（環境再生・資源循環局）
へヒアリングを実施し見解を確認

 民間取組事例の調査



普及啓発について（イベント協力）
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アオキスーパー全店舗 廃食油店舗回収開始記念イベント
（すてる油で空を飛ぼうプロジェクト アオキスーパー・日本航空）

 協議会会員である株式会社アオキスーパー及び日本航空株式会社は、2025年８月からアオキスーパー店頭での
廃食用油回収を行う「すてる油で空を飛ぼう」プロジェクトを実施。

 2025年12月7日には、アオキスーパー全店舗（県内23市町村50店舗）での回収がスタート。それを記念する
イベントに、協議会も協力参加し、協議会会⾧である大村知事が出席。

 協議会は会場でのパネル展示やチラシ配布を実施。



普及啓発について（出前授業）
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 小牧市小牧小学校の出前授業を視察
 小牧小学校で実施した民間事業者連携による出前授業
- アオキスーパー様によるSAFの認知向上および廃食用油回収参加に向けた啓発
- 廃食用油以外のリユース・リサイクル品についても民間事業者にて授業を実施

アオキスーパー様による出前授業の様子



県民意識調査の実施
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 アンケート実施概要
 県民の廃食用油回収の認知度・参加状況や廃食用油回収に対する考えを把握し、今後の回収体制の改善や普及啓
発策へ活用することを目的として実施。

 実施期間:2025年12月1日（月）～2025年12月14日（日）
 アンケート実施方法:アオキスーパー様の販促チラシや公式X、小牧市・豊明市の廃食用油回収所、愛知県庁掲示
板に掲載した二次元コードからアンケートフォームにアクセスし、web上で回答。
（不特定多数の個人を対象とした調査）

 回答数:260件

 アンケート回答者の多くはチラシ広告起点であったことから、主婦層とみられる年代の女性からの回答が多く
を占めた。

 家族構成については、核家族および三世代同居の「子どものいる世帯」が過半数を占めた一方で、単身世帯や
夫婦のみの「子どものいない世帯」も半数弱を占めている。



県民意識調査結果（廃食用油回収の認知度と認知した媒体）
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 アンケート回答者の多くがアオキスーパーのチラシ広告起点であったことから、廃食用油回収の認
知度はアンケート回答者の77%を占めた。年代別にみても30代を除き同様の傾向であった。

 アンケートへの参加経路廃食用油回収を認知した媒体はスーパーなどのチラシが73％を占めたが、
SNSによる周知は主に20代の若年層に一定の効果があることが確認された。

•
•
•
•
•



県民意識調査結果（廃食用油回収への参加状況と参加理由、継続参加意向）
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 廃食用油回収に対する認知度は高かったものの、実際に参加したことがある回答者は35%であっ
た。30代は認知度が低い傾向であったが、廃食用油回収への参加も少ない傾向が確認された。

 廃食油回収への参加理由は捨てるより環境に良さそうだと思ったからが95％を占めた。また、イ
ンセンティブの効果や出前授業の効果も確認された。

 現在廃食用油回収に参加している人は、今後の継続意欲が非常に高いことが確認された。

•
•
•
•

1



県民意識調査結果（食用油回収継続の際に希望するもの・こと（自由回答））
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 ポイント・クーポン等を希望する回答が28件と最も多く、次いで専用ボトルを希望する回答が20
件を占めた。一方で、専用ボトルではなく任意のボトルでの回収を希望する意見も6件確認された。

 回収拠点の利便性に関するご意見も多く確認されたため、民間の回収拠点の推進は重要と考えられ
る。

•

•
•
•

•

•
•

•

•
•



県民意識調査結果（廃食用油回収への不参加理由）
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 回収されていることを知らなかったが36％と最も多く、廃食用油回収の普及啓発は有効な施策と
推察される。

 35%を占める「油をためるほど使わない」層については、普及啓発等による参加率向上は難しい
可能性がある。



県民意識調査結果（SAFの認知度と認知した媒体）
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 「よく知っている」「少し知っている・聞いたことがある」を合わせると7割以上がSAFを認知し
てることが確認された。

 テレビ等の広告宣伝が最多の42％、次いでスーパーのチラシ広告が37％を占めた。



アンケート結果まとめと今後の普及施策の方向性
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 アンケート結果まとめ
 廃食用油回収の認知度が77％と高い一方、参加率は35％にとどまっているが、現在参
加している層は今後も継続して参加する意向が非常に高い。

 参加理由の多くは環境配慮であるが、インセンティブや出前授業による一定の効果も見
られた。

 不参加理由には「回収されていることを知らない」「油をためるほど使用しない」と
いった要因に加え、「持ち込みが面倒」「回収場所が近くにない」など、利便性の低さ
を指摘する回答も多く確認された。

 今後の普及施策の方向性
 まだ廃食用油回収を認知していない層が多く存在することから、廃食用油回収の普及啓
発活動が有効と考えられる。

 若年層は、油の使用量が少ないことを不参加理由としている回答者が多かったものの、
ライフステージの変化等により将来的に回収参加が見込まれる層であるため、SNS等に
よる定期的な普及啓発による認知形成は重要な施策である。

 回収時の利便性向上が回収量拡大の契機となり得ることから、回収拠点の拡大や持ち込
みし易さの工夫なども普及啓発と合わせて実施することが肝要である。



今後の取り組みについて
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1. 廃食用油回収推進のためのガイドブック（仮称）の活用
 ガイドブックを用いた県内市町村への各種施策実施の呼びかけ
 ガイドブックの継続更新

2. 普及啓発およびSAFの認知向上施策の実施
 民間の回収拠点の拡大推進
 普及啓発（イベントや出前授業等）の実施
- 自治体と民間の協働による取り組み加速化

3. インセンティブ施策の実施
 脱炭素エキデンの活用促進策検討
- 自治体による周知や回収拠点での協力のあり方等を検討（仕組みの確認）
 協議会企業の更なる参画の打診

4. 事業系廃食用油回収の拡大推進
- 施策例として自治体による取り組み企業の表彰や格付けなど


